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コーポレートガバナンス（1）

　当社は、「東北電力グループ経営ビジョン 2020 ～地域と
共に～」を策定し、地域と共に成長し、地域に必要不可欠な
東北電力グループであり続けるために、将来のさまざまな経
営環境の変化に能動的に適応し、ステークホルダーとの対話
を重ねながら、当社としての独自の価値を地域と共に創り上
げる経営を目指していくこととしています。
　この方向性のもと、事業運営を適正に遂行していくために、
企業倫理・法令遵守の徹底、誠実かつ公正で透明性のある事
業運営の推進、内部統制およびリスクマネジメントの充実な
ど、引き続きコーポレートガバナンスの強化に取り組んでいく
こととしています。
　当社は、コーポレートガバナンスの充実が経営上の重要課
題の一つであるとの認識に立ち、ステークホルダーの期待に
応えていくため、以下の方針に基づき、経営の機動性、健全性、
透明性を高めるなど、持続的な成長と中長期的な企業価値の
向上に向けた取り組みを進めてまいります。

（1）株主の権利・平等性の確保 
　当社は、株主の皆さまの権利および平等性が実質的に確保
されるよう、法令に基づき適切に対処するとともに、少数株
主や外国人株主の皆さまにも十分に配慮し、その権利を適切
に行使することができる環境の整備を進めてまいります。 

（2）株主以外のステークホルダーとの適切な協働 
　当社は、東北電力グループの事業活動全てがＣＳＲに関わる
という認識のもと、社長を議長とする「ＣＳＲ推進会議」を設
置し、「東北電力グループＣＳＲ方針」および「東北電力グルー
プ行動指針」を定め、東北電力グループが一体となって、安
全の確保、環境への配慮、企業倫理・法令遵守を基盤に、Ｃ
ＳＲを推進しています。また、ＣＳＲの取り組みについては、ス
テークホルダーに対して幅広く情報発信するとともに、経営
陣による第一線事業所との対話等により、ステークホルダー
との協働の重要性について全社員に、より浸透するよう努め
てまいります。
 

（3）適切な情報開示と透明性の確保 
　当社は、法令に基づく情報の開示を適切に行うとともに、
株主・投資家の皆さまをはじめとするステークホルダーが必要
とする情報について、代表取締役による会見や、必要に応じ
て開催する説明会の実施に加え、当社ホームページや各種媒
体等を通じて、積極的に開示しております。引き続き、関係
室部が連携し、正確で有用性の高い情報の適時適切な開示に
努めてまいります。 

（4）取締役会等の責務 
　当社は、監査等委員会設置会社であり、取締役会は、株主
に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、当社の持続的成長
と中長期的な企業価値向上に向け、独立社外取締役による客
観的・中立的かつ多様な視点を取り入れながら、経営ビジョ
ンや中期経営方針などの経営に関する重要な計画をはじめ、
当社の業務執行の重要事項を決定するとともに、取締役の職
務執行に対する監督を行ってまいります。また、内部統制シ
ステムを整備し、適正に運用することにより、意思決定の合
理性と業務の適正性を確保してまいります。
　加えて、取締役会決議により重要な業務執行の決定の一部
を取締役会から取締役に委任するとともに、社長執行役員、
副社長執行役員および常務執行役員が業務執行を担う体制と
することで、監督と執行の役割分担をより明確に区分し、取
締役会の監督機能を強化するとともに、迅速かつ機動的な意
思決定により効率的に業務を執行してまいります。
　監査等委員会は、実効的なコーポレートガバナンスの継続
的向上に資するため、独立した客観的立場において取締役の
職務の執行を監査・監督するとともに、監査等委員は取締役
会のほか、経営会議をはじめとする重要な会議に出席し、必
要に応じて意見を述べるなどして、経営監視機能を適切に果
たしてまいります。

（5）株主との対話 
　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図
るため、株主総会以外の場においても、株主の皆さまとの対
話の場を設け、取締役・経営陣幹部は、当社を取り巻く経営
環境における、当社の取り組みに対する理解が得られるよう、
経営方針等を分かりやすく説明するよう努めるとともに、株主
の皆さまの声に真摯に耳を傾け、関心・懸念に適切に応えて
まいります。

　  コーポレートガバナンス
http://www.tohoku-epco.co.jp/ir/policy/governance/index.html

コーポレートガバナンスに関する
基本的な考え方
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■内部統制・コーポレートガバナンス模式図
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■取締役（2018 年 7 月 1 日現在）
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■取締役会
　取締役会は、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独
立性を有する社外取締役６名を含む１７名で構成され、原則と
して毎月１回開催し、経営に関する重要な計画をはじめ、当
社の業務執行の重要事項を決定するとともに、取締役からの
業務執行状況の報告および取締役の職務の執行について相互
に監督しております。また、取締役会決議により重要な業務
執行の決定の一部を取締役会から取締役に委任するとともに、
社長執行役員、副社長執行役員、常務執行役員（以下、あ
わせて役付執行役員という）が業務執行を担う体制としており
ます。加えて、役付執行役員により構成される経営会議を原
則として毎週開催し、取締役会で定められた経営の基本方針
に基づき、全般的な業務運営の方針および計画ならびに重要
な業務の執行について、協議しております。
　さらに、カンパニー制を導入し、「発電・販売カンパニー」「送
配電カンパニー」「原子力本部」「ビジネスサポート本部」の
各カンパニー・本部により、自律的な業務の展開を図るなど、
適正かつ効率的な業務プロセスの構築を推進しております。

■監査等委員会
　当社は、監査等委員会設置会社であり、監査等委員会は、
監査等委員４名のうち３名を社外監査等委員としており、経営
監視機能の客観性および中立性を確保しています。
　監査等委員は、取締役会のほか、経営会議等重要な会議に
出席するとともに、重要な書類の閲覧や事業所の業務および
財産の状況の調査等を実施し、取締役の職務の執行および内
部統制システムの整備・運用状況などに関する監査の充実に
努めています。また、代表取締役との定期的会合のほか、内
部監査部門である考査室、ネットワーク考査室および原子力
考査室、ならびに会計監査人と定期的に情報交換などを行う
とともに、関係会社監査役との連携を強化するなど、監査効
果を一層高めるよう努めています。
　なお、監査等委員会の職務を補助すべき職責を担う監査等
特命役員を設置するとともに、監査等委員会の職務を補助す
るための専任組織として、監査等委員会室（人員１１名により
構成）を設置しています。

■内部監査
　当社は、考査室およびネットワーク考査室が業務全般にわ
たり、組織制度や管理体制の有効性・妥当性、業務運営の経
済性・効率性や設備保安活動の有効性・効率性等に係る内部

監査などを実施し、原子力考査室が原子力発電の安全性の確
保と信頼性向上に係る内部監査を実施しています。内部監査
は、対象個所（本店、発電所、営業所など）からの聞き取り、
書類の調査および現場確認などの方法により実施しています。
　内部監査結果は、社長執行役員、経営会議および取締役
会に報告するとともに、改善を要する問題点等について、関
係部門に改善措置を促しています。また、内部監査計画およ
び内部監査結果について監査等委員会に対し説明を行うとと
もに、定期的に情報交換を行い、連携の強化に努めることと
しています。なお、考査室および原子力考査室は、各執行機
関より独立し、社長執行役員に直属した組織形態となっており、
両室合わせて２０名により構成されています。また、ネットワー
ク考査室は送配電カンパニーの組織でありますが、指揮命令
は社長執行役員に直属しており、６名により構成されています。

■取締役の指名
　代表取締役は、より客観性・透明性を確保する観点から、
指名・報酬諮問委員会に取締役候補者を提案し、当該委員会
での審議を経て、取締役会の決議により各候補者を決定して
います。
　また、監査等委員である取締役候補者は、取締役会付議の
前に、監査等委員会の同意を得ています。

■取締役の報酬
　取締役（監査等委員であるものを除く。）の報酬は、「月額
報酬」、「株式報酬型ストックオプションとしての報酬」および「賞
与」で構成されています。取締役の報酬を決定するに当たり、
複数の独立社外取締役を含む指名・報酬諮問委員会において
審議し、客観性・透明性を確保しています。月額報酬は、株
主総会において承認された総額の範囲内で、業績や経営環境
等を勘案した適切な水準とし、株式報酬型ストックオプション
としての報酬（社外取締役を除く）は、株主総会において承
認された総額の範囲内で、報酬と当社株価との連動性を高め、
株価上昇によるメリットのみならず下落によるリスクについて
も株主のみなさまと共有することで、取締役の中長期的な業
績向上と企業価値向上に対する貢献意欲をより高めることを
目的とした中長期インセンティブ報酬として、各人に新株予約
権を割当てています。
　賞与は、業績や経営環境等を勘案し、支給の是非および支
給水準を決定しています。

コーポレートガバナンス（4）
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■社外取締役
　当社は、 監査等委員であるものを除く社外取締役３名および監査等委員である社外取締役３名を選任しています。社外取締役は、
一般株主と利益相反が生じるおそれがなく、当社における社外役員の独立性判断要件を満たしており、企業経営などに基づく実践
的な経験と社会・経済動向等に関する高い識見をもとに、経営監督および経営監視機能を担っています。

■監査等委員であるものを除く社外取締役の選任理由

■監査等委員である社外取締役の選任理由

氏名 選任理由

近藤　史朗
近藤氏は、長年にわたり株式会社リコーの経営に携わってきた経験を有し、これまでの経歴や
実績等から、豊富な経験や卓越した識見を当社経営に活かしていただけるものとして引き続き
社外取締役に選任しております。

小縣　方樹
小縣氏は、東日本旅客鉄道株式会社の取締役副会長であり、公益事業の経営に携わってきた経
験を有し、これまでの経歴や実績等から、豊富な経験や卓越した識見を当社経営に活かしてい
たただけるものとして、社外取締役に選任しております。

上條　努
上條氏は、サッポロホールディングス株式会社の代表取締役会長であり、飲料や食品等を製造・
販売する企業の経営に携わってきた経験を有し、これまでの経歴や実績等から、豊富な経験や卓
越した識見を当社経営に活かしていただけるものとして、社外取締役に選任しております。

氏名 選任理由

藤原　作弥

藤原氏は、日本銀行副総裁としてわが国の金融政策に携わった経験があるなど、財務および会計な
らびに報道メディアに関する相当程度の知見を有しているほか、これまでの経歴や実績等から、豊
富な経験や卓越した識見をもって、客観的・中立的な監査・監督にあたっていただけるものとして、
監査等委員である社外取締役に選任しております。

宇野　郁夫
宇野氏は、長年にわたり日本生命保険相互会社の経営に携わってきた経験を有し、これまでの
経歴や実績等から、豊富な経験や卓越した識見をもって、客観的・中立的な監査・監督にあ
たっていただけるものとして、監査等委員である社外取締役に選任しております。　

馬場　千晴

馬場氏は、みずほ信託銀行株式会社の代表取締役副社長などを歴任し、財務および会計に関す
る相当程度の知見を有しているほか、これまでの経歴や実績等から、豊富な経験や卓越した識
見をもって、客観的・中立的な監査・監督にあたっていただけるものとして、監査等委員であ
る社外取締役に選任しております。

コーポレートガバナンス（5）
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■業務執行に係るリスクについて
　当社の業務執行に係るリスクについて、その内容に応じ、
関連する社内規程に基づいて、各部門または社内会議体等を
活用するなど、適切に対応することとしています。
　定期的に事業活動に係るリスクの抽出・評価を行い、経営
に重大な影響を及ぼすおそれのあるリスクについては、その
対策等を各部門が策定する毎年度の事業計画に織込み、管理
サイクルの中でリスク管理を実践しています。
　また、リスク管理の状況については、必要に応じて取締役
会等に報告しています。

■危機管理基準
　当社では危機管理基準を制定し、当社経営に重大な影響を
及ぼすさまざまな危機を事前に予測し、その未然防止を図る
とともに、万一危機が発生した場合の被害を最小限に食い止
めることを基本的な考え方としています。また、危機管理活
動を推進し、ＰＤＣＡサイクルを回していくために、危機管理
委員会（委員長：副社長）を設置しています。危機管理委員
会は年２回開催し、当年度活動の評価やリスク情報の共有化、
次年度活動計画の審議などを行い、その結果については、経
営会議に報告しています。
　平常時においては、各部門・事業所が自律的に、危機の発
生を未然に防ぐための設備対策などの予防措置を含め、啓発
活動や訓練などにより危機に対する感度を高めています。ま
た、危機管理委員会事務局では、危機管理にかかわるキーパー
ソンである「危機管理責任者」、「危機管理報告者」、「危機管
理推進者」などを対象とした会議の開催や、講演会、教育、

訓練を通して、各部門・事業所の自律的な活動のフォローを
行っています。危機リスクの抽出・評価にあたっては、「財務
リスク」、「業務リスク」、「緊急事態」の３つの視点から、当社
の業務に存在する重要リスクを多面的に抽出・評価しています。
　また、当社企業グループ全体でリスク管理レベルに対する
意識を高めるため、企業グループ各社との対話を実施し、連
携を深めた活動の推進を図っています。
　万一、緊急事態が発生した場合は、直ちに必要な初動措置
をとり、対策本部を設置して、被害を最小限に食い止めるた
めのあらゆる行動を関係個所と連携のうえ、迅速かつ的確に
行うこととしています。

当社危機管理基準における定義
【危機】
重大な事件・事故もしくは問題の発生により、当社経営または
関係会社を含む事業活動に損失を被るか、または社会一般に影
響を及ぼしかねないと予測される事態

【危機管理】
可能な限り危機を事前に予測し、その未然防止を図るとともに、
緊急事態が発生した場合に被害を最小限に食い止めるためのあ
らゆる行動

【緊急事態】
●レベルⅡ（対策本部で対応）
　　設備欠陥、公害、信用失墜、海外における戦争、内乱、会

社に対する重要犯罪、役員・従業員に対する重要犯罪、コ
ンピュータダウン、機密漏洩、重大な死亡災害や疾病など、
経営層の即断・即決を要する重大事態

●レベルⅠ（危機発生事業所等が主体的に対応）
　　レベルⅡに該当しないもの

■危機管理体制 東北電力の危機管理

リスクアセスメント
（事前の危機評価）

平常時
危機管理委員会

委 員 長：副社長執行役員
副委員長：副社長執行役員または常務執行役員
委　　員：各室部長

緊急事態発生時
対策本部

対策本部長：社長執行役員または社長執行役員
　　　　　　が指名した役員もしくは主管室部
　　　　　　担当役員

現
状
把
握

危
機
想
定

危
機
予
測

●緊急事態（レベルⅡ）の
　把握、リスク抽出・評価、
　事業所への周知

（事業所等の対応体制と職務）
危機管理責任者（室部長、事業所の長）：危機の予測と未然防止など危機管理にかかわる業務全般の統括
危機管理報告者（副室部長、副所長等）：緊急事態発生時の報告業務統括、危機管理啓発活動の推進
危機管理推進者（課長等） 　　　　      ：危機管理にかかわる平素の業務全般の執行

リスクマネジメント
（事前の危機対応）

計　

画

訓　

練

教　

育

クライシスマネジメント
（危機対応）

初
動
措
置

情
報
収
集

情
報
伝
達

対
策
本
部

再
発
防
止

●危機管理活動計画策定
●基準、マニュアル整備
●訓練、教育の実施

●主管部による対策本部の設置
●緊急事態（レベルⅡ）への対応策実施 

■危機管理体制

コーポレートガバナンス（6）
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■防災におけるガバナンス体制
　当社は、お客さまに安定的に電気をお届けするため、地震
や台風などの大規模災害発生時の対応力強化を目的としたガ
バナンス体制を構築しています。

■複合災害時の分任体制化
　東日本大震災による東京電力福島第一原子力発電所事故を
教訓として、原子力災害と大規模停電などの複合災害時にお
いて、本店における対応体制が確実に構築されるように、災
害対策本部の分任化という体制をとっています。これにより、
社長は原子力災害に優先的に対応し、それ以外の災害につい
ては社長が指名する役員が指揮することで、同時進行する複
合災害に対し、的確に対応できる体制としています。

■「大規模災害対策防災会議」の定期開催
　大規模災害が発生した際、災害の影響を最小限に止め、早
期復旧を実現することの重要性を踏まえ、経営トップのコミッ
トメントを強化することを目的に、社長を議長とした大規模災
害対策防災会議を定期的に開催しています。会議では、当社
のＢＣＰ（事業継続計画）や、至近に実施した災害対策訓練や、
実際の災害対応から抽出された課題を踏まえた諸対策につい
て全社横断的に検討を行い、防災マネジメント全般について
審議することで、ＰＤＣＡ活動を推進しています。

コーポレートガバナンス（7）

非常災害対策本部
（本部長：社長）

震災前

原子力
設備被害

大規模
停電

総合対策本部

震災後

原子力
設備被害

大規模停電
（社長が指名する
役員が指揮）（社長が指揮）

分任化

大規模災害対策防災会議の様子
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説明責任の遂行／的確な情報の開示（1）

　2017 年度の連結収支は、収益面では、販売電力量は減少
したものの、燃料費調整額の影響などにより電灯・電力料が増
加したことや、地帯間・他社販売電力料が増加したことなどから、
売上高（営業収益）は前年度に比べ 1,217 億円（6.2％）増
の 2 兆 713 億円、経常収益は前年度に比べ 1,218 億円（6.2％）
増の 2 兆 777 億円となりました。
　一方、費用面では、減価償却費や修繕費などは減少したも
のの、太陽光の受電量の増加に伴い購入電力料が増加したこ
とや、燃料価格の上昇により燃料費が増加したことなどから、
経常費用は前年度に比べ 1,381 億円（7.5％）増の 1 兆 9,893
億円となりました。
　この結果、経常利益は前年度に比べ 162 億円（15.5％）減
の 884 億円となりました。
　また、緊急設置電源の廃止などに伴う減損損失を特別損失
に計上したことなどから、親会社株主に帰属する当期純利益は
前年度に比べ 227 億円（32.5％）減の 472 億円となりました。

　配当については、安定的な配当を行うことを基本に、当年度
の業績や中長期的な収支見通しなどを総合的に勘案し決定する
ことを基本的な方針としています。
　2017 年度の業績は、販売電力量（小売）の減少や燃料価
格の上昇などによる燃料費の増加などから前年度実績を下回
るものの、卸電力取引所の積極的な活用や他社への卸売の増
加、経費全般にわたる徹底した経営効率化の継続した取り組み
などにより、一定の利益水準は確保することができました。
　また、当社は、｢東北電力グループ中期経営方針（2017 ～
2020 年度）｣ で掲げた具体的な施策の実現に向けて、現在、
企業グループを挙げた取り組みを進めており、さらなる企業価
値の向上に努めていくこととしています。
　このような状況を総合的に勘案し、2017 年度の期末配当金
については、１株につき 20 円とさせていただきました。なお、
中間配当金 20 円とあわせた年間配当金は、前年度に比べ５円
増の１株につき 40 円となります。
　2018 年度の配当については、当社を取り巻く事業環境や収
支・財務体質回復の見通しなどを総合的に勘案し、中間配当お
よび期末配当ともに１株につき 20 円を予定しています。

■販売電力量 （単位：百万kWh）

2016年度 2017年度（前年度比）
電灯 24,004 23,889 (99.5)
電力 50,255 48,114 (95.7)
合計 74,258 72,003 (97.0)

　  経営概況
http://www.tohoku-epco.co.jp/comp/keiei/genkyo.html

■所有者別持株比率

株式の状況
（2018年3月末現在）
発行済株式の総数：502,882,585株
株主数：177,023名

外国人
22.7％

政府・地方公共団体
4.1％

金融機関
33.6％

個人・その他
33.8％

その他の法人
5.8％

■収益と費用および経常損益の推移（連結）

※2017年度の連結範囲は、連結子会社50社、持分法適用会社5社です。

費用（経常費用） 経常損益収益（経常収益）収益・費用
（億円）

損益
（億円）

2011 2012 2013
（年度）

22,000

21,000

20,000

19,000

18,000

17,000

16,000

15,000

14,000

13,000

12,000

11,000

10,000

2,000

1,500

1,000

500

0

-500

-1,000

-1,500

-2,000

18,707

2014

18,962

2015

21,901

20,466

2016 2017

21,046

▲1,764

▲932

390

1,166 19,520
19,558

20,777

884
18,511

19,893

20,734
20,075

16,942

18,029

1,047

1,526

構造的なコスト低減の
さらなる深掘りなどにより、
収益基盤の安定化に努めていきます

株主の皆さまの期待にお応えできるよう、
東北電力グループが一体となって
さらなる企業価値の向上に努めています

　  配当金
http://www.tohoku-epco.co.jp/ir/stock/dividend/index.html
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説明責任の遂行／的確な情報の開示（2）

　当社では、「資本市場関係者からの適正評価の獲得」、「ディ
スクロージャーおよび社内フィードバックのさらなる改善」の
2 つを IR 活動の基本方針として掲げ、資本市場に対する説明
責任を果たすべく、積極的に IR 活動を展開しています。

■資本市場関係者からの適正評価の獲得
　当社は会社説明会などの開催を通じ、決算の状況や原子力
再稼働に向けた取り組み、収益力向上施策、経営効率化の深
掘りによるコスト低減などについて、経営層から直接資本市場
関係者へ説明することで、当社経営に対するいっそうの理解
促進を図っています。
　また、国内機関投資家への訪問活動を継続実施するととも
に、外国人機関投資家を対象とした海外 IR やカンファレンス、
電話会議を積極的に実施しています。
　さらに、施設見学会を随時開催し、原子力安全対策の着実
な進展や、高効率火力発電設備の導入など当社の競争力強化
に向けた取り組みなどを実際に現地で確認いただいています。
　このような活動を通じ、資本市場関係者とのコミュニケー
ションの強化を図ることで、資本市場との信頼関係のさらなる
深化を目指しています。　

■ディスクロージャーおよび
　社内フィードバックのさらなる改善
　ホームページを通じた決算情報などの早期開示や、アナリス
ト・機関投資家の関心事項を踏まえた開示内容のよりいっそう
の充実により、ディスクロージャーの改善に取り組んでいます。
　また、格付会社に対しても財務体質改善の着実な進捗など
を丁寧にかつ的確に説明することで、当社に対する理解度向上
に努めています。
　社内では、IR 活動報告を通じて、資本市場関係者が当社や
電力業界に対して持っている関心事や疑問点について共有を図
るとともに、IR 業務の目的や内容を再確認し、社内一丸による
体制の強化を図っています。

■主なIR活動実績（2017年度）
活動内容 実施日 参加者（社）数

決算説明会 ５/10・１１/8開催 174名
機関投資家訪問 随時 109社

施設見学会 1・2月開催 13名
その他取材対応 随時 93社

アナリストなどを対象とした施設見学会

機関投資家への決算説明会

当社経営の基本的方向性を的確に伝達し、
資本市場関係者との
コミュニケーション強化に努めています

　  IR 資料室
http://www.tohoku-epco.co.jp/ir/report/index.html
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経営効率化への取り組み

　当社は、経営全般にわたる構造的なコスト低減に取り組み、2017 年度は 1,492 億円のコスト低減を実現しました。
今後も徹底した経営効率化に取り組みながら、電力の安定供給に万全を尽くし、地域の復興・発展に貢献していきます。

　当社は 2013 年の電気料金値上げ認可時に、お客さまの
ご負担を可能な限り軽減するよう、原価算定期間（2013 ～
2015 年度）平均で 1,139 億円の経営効率化を織り込んで
います。2017 年度においては、安全確保と安定供給を前提
に、燃料費をはじめとした経営全般にわたる構造的なコスト低
減の取り組みを加速させた結果、値上げ認可時に織り込んだ
効率化額を上回る 1,492 億円のコスト削減を実現しました。
　コスト構造改革の大きな柱である資材・役務調達に係る調
達価格の低減については、2013 年 7 月に調達改革委員会を
設置し、以下の 3 つの切り口から各種施策を進めてきました。
　その結果、2017 年度は、調達価格が 14.4％低減、競争
発注比率が 39.3％となりました。

　調達改革委員会は、2016 年 6 月に第Ⅱ期の取り組みをス
タートさせており、安全確保と安定供給を前提に、構造的な
コスト低減の深掘りの実現に向けた、次のような検討を進め
ています。

■2017年度の効率化の状況

項目 2017年度
効率化実績

[参考] 料金値上げ認可時
に織り込んだ効率化額※ 経営効率化の具体的内容

人件費 187 403 社員の給料手当の削減、採用抑制による人員効率化、福利厚生制
度の見直し　など

燃料費・購入電力料 764 316 LNGの短期契約・スポット調達、経済性の高いスペック炭の調達拡
大、高効率火力発電設備の稼働増　など

設備投資関連費用 151 95 新技術採用や工事範囲の精査による工事仕様・工法の合理化　
など

修繕費 209 135 工事・点検周期の見直しや工事仕様の合理化　など

その他経費 181 190 内容・仕様の見直し、関係会社を含めた取引先からの調達価格低減
など

合計 1,492 1,139

※原価算定期間（2013 ～ 2015 年度）平均

（単位：億円）

徹底した効率化により、
値上げ認可時に織り込んだ効率化額を
上回るコスト低減を実現しました

安全確保と安定供給を前提に、
今後もコスト構造改革に取り組んでいきます

（調達価格低減の切り口）

「買い方」
を変える

・競争発注の拡大　・発注の集約・均平化
・外部との共同調達　・海外サプライヤーの拡大 等

「買うモノ」
を変える

・設計・仕様の見直し　等
（独自仕様や高スペック、工事仕様や工程見直し 等）

「買う量」
を変える

・設備維持メンテナンス基準の見直し
・業務水準の見直し 等

検討項目

目  標（第Ⅱ期）
2018年度末までに
・調達価格を15％低減
・競争発注比率を35％※程度
　まで拡大
　※うち送配電部門は50％

2016年度 2017年度 2018年度

検討のスケジュール

これまでの取り組みの
全社展開

持続的効率化を可能にする
組織能力・体制・インフラ
の整備

さらなる競争力強化と
透明性の向上

●コスト競争力の一層の強化に向けた
　さらなる効率化施策の深掘り

●調達関連スキルのさらなる向上に向けた
　階層別、部門別の研修プログラムの実施 等

●これまでの取り組みを体系化
　し、全社大に浸透

［参考］第Ⅰ期目標
　・調達価格を10％低減
　・競争発注比率を３割程度まで拡大


